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子どもの貧困に関する実態調査について

資料４-１

令和3年子供の生活状況調査の分析報告書 より
https://www8.cao.go.jp/kodomonohinkon/chousa/r03/pdf-index.html

https://www8.cao.go.jp/kodomonohinkon/chousa/r03/pdf-index.html


2022/7/7

1

内閣府「子供の生活状況調査」について（１）調査の目的

調査の目的

子供の貧困対策を進めるに当たっての課題や施策の効果等を確認するための基礎資料を得ること

（全国初の実態調査）

全国の子供（中学２年生）及びその保護者に対し、

・現在の生活・経済状況

・将来の貧困に影響を与える可能性のある行動実態

・子供の貧困対策に関連する施策の利用状況

・新型コロナウイルス感染症による影響 等について把握するための項目を設置。

令和2年度調査における調査対象

「令和元年度 子供の貧困実態調査に関する研究」において策定された、自治体が子供の貧困実態調査を実施

する際に参考となる「共通調査項目案」を用いて、全国実態調査を試行的に実施し、結果の分析を行ったも

の。（令和３年２～３月実施。同年12月に分析結果を公表）

※「共通調査項目案」：「小学生票 19問」「中学生票 19問」「保護者票 27問」が示されている。
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内閣府「子供の生活状況調査」について（２）調査実施方法

調査実施方法の概要
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内閣府「子供の生活状況調査」について（３）質問項目
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ａ）世帯全体の収入の変化 １ ２ ３ 

ｂ）生活に必要な支出の変化 １ ２ ３ 

ｃ）お金が足りなくて、必要な食料や衣服を買えないこと １ ２ ３ 

ｄ）お子さんと話をすること １ ２ ３ 

 

問２３ あなたのご家庭の現在の生活は、新型コロナウイルス感染症の拡大により学校が休校す

る前（２０２０年２月以前）から比べて、どのように変わりましたか。 

（ａ～ｆそれぞれについて、あてはまるもの1つに○） 
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内閣府「子供の生活状況調査」について（４）調査結果の概要

１．世帯収入の水準や親の婚姻状況によって、子供の学習・生活・心理など
様々な面が影響を受けていた。

２．特に、等価世帯収入が中央値の２分の１未満でもっとも収入が低い水準の
世帯（以下「貧困世帯」という。）や、ひとり親世帯が、親子ともに多く
の困難に直面している。
ただし、「貧困世帯以上、中央値未満」の、いわば収入が中低位の水準の
世帯でも、多様な課題が生じていた。

３．収入の水準が低い世帯やひとり親世帯では、新型コロナウイルス感染症の
影響を受け、生活状況がさらに厳しくなっている可能性がある。

まとめ
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内閣府「子供の生活状況調査」について （5）自治体への説明

令和２年３月 「令和元年度子供の貧困実態調査に関する研究」において策定された、

自治体が子供の貧困実態調査を実施する際に参考となる「共通調査項目
案」を作成、公表。

令和３年２月12 日（金）
～３月８日（月）

「共通調査項目案」をもとに「令和２年度子供の生活状況調査」を実施。

令和３年12月 「令和２年度子供の生活状況調査」の結果を「子供の生活状況調査の分

析に関する検討会」にて引き続き、協力・助言を得て、検討を行い、「令和３
年子供の生活状況調査の分析報告書」として発表。

令和４年１月 内閣府より自治体に向け、「令和３年子供の生活状況調査の分析報告書」
及び「調査票様式例」の提供並びに子供の貧困に関する調査の実施意向
等の照会実施。
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神奈川県における「実態調査」の実施について

■今後の対応（国説明）

共通調査項目による調査票の様式例を自治体に送付するとともに、今回の調査
分析結果の周知を⾏い、各自治体での調査の実施を⽀援する。
各自治体では、共通調査項目の活用により、全国の子どもの貧困の状況と比較
が可能となる。

・次期計画改定に向け、県有識者会議（かながわ子ども支援協議会）や市町村の意見も伺いなが
ら、実施の必要性や手法等を検討。⇒必要な場合は令和５年度に実施を想定

令和4年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

必要性、手法等の検討 実態調査実施
調査の分析結果を踏まえ

計画改定作業
次期計画スタート
（令和７～11年度）
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（参考）神奈川県内市町村（33市町村）の実態調査の実施状況

過去に子どもの貧困について実態調査を

実施したことがある

ある ない

13市町村

20市町村

※国の共通調査項目（案）の活用し実地調査を行った県内市町村…３市

今後、実態調査の実施を想定している

実施の予定あり 実施の予定なし

６市町村

27市町村


